
豊中市新型コロナウイルス感染症予防接種事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、予防接種法（昭和 23年法律第 68号。以下「法」という。）第５条第

１項の規定により、市長が行う新型コロナウイルス感染症の予防接種（以下「予防接種」

という）について、法、予防接種法施行令（昭和 23 年政令第 197 号。以下「施行令」

という。）、予防接種法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 36 号）、予防接種実施規則（昭

和 33年厚生省令第 27 号）及び定期接種実施要領（以下「要領」という。）の規定に定

めるもののほか、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（予防接種の実施方法） 

第２条 予防接種は、要領第１-５「接種の場所」の規定に基づき予防接種の実施に関し協

力する旨を承諾した市内の医療機関の医師（以下「協力医師」という。）により個別接

種で行うこととする。ただし、市内の医療機関以外で実施する場合は、要領第１-14「医

療機関以外の場所で定期接種を実施する際の注意事項」に留意して行う。 

 

（対象者の確認） 

第３条 協力医師は、予防接種を希望する者が施行令第３条の表「新型コロナウイルス感染

症」の項第２号に規定するものに該当するか否かを認定するために、当該希望者に対し、

医師の診断書、身体障害者手帳の写し、その他必要な書類の提出を求めることができる。 

 

（委託料） 

第４条 市長は、第２条の規定により予防接種を行った協力医師に対し、別表第１に定める

委託料を支払うものとする。 

 

（一部負担金） 

第５条 市長は、法第 28 条本文の規定に基づき、予防接種を受けた者（以下「被接種者」

という。）に対し一部負担金として別表第２に定める額を徴収する。 

２ 前項に規定する一部負担金は、被接種者に予防接種を行った協力医師が市長の代わ

りに受け取るものとする。 

３ 第１項の規定に関わらず、次の各号のいずれかに該当する者については、一部負担金

の額を不要とすることができる。 

（１）生活保護世帯に属する者 

（２）本人及び世帯員全員が市民税を課されていない者 

（３）中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第 30号）による支援給付を受けて



いる者 

（４）前３号に掲げるもののほか特別の事情がある者 

４ 前項の規定を受けようとする者は、予防接種を受ける前に豊中市新型コロナウイル

ス感染症予防接種事業一部負担金不要証明書発行申込書（以下「申込書」という。）を

市長に提出するものとする。ただし、市長が特別な理由があると認める場合はこの限り

ではない。 

５ 市長は、申込書を審査し、申込者が第３項各号のいずれかに該当すると認めるときは、

当該申込者に対し、豊中市新型コロナウイルス感染症予防接種事業一部負担金不要証

明書（以下「証明書」という。）を交付する。 

６ 証明書は、当該年度実施期間のうち発行日から期間終了日までを有効とする。なお、

証明書の発行は、当該年度実施期間のうち開庁日に限り発行する。 

７ 第５項の規定により証明書の交付を受けた者は、予防接種を受ける際に、当該証明書

を提出することにより、第２項の規定により当該協力医師に支払う一部負担金を不要

とすることができる。 

８ 市長は、第４項の規定において、予防接種後に新型コロナウイルス感染症予防接種扶

助費請求書が提出され、第３項各号のいずれかに該当すると認めるとき、別表第２に定

める被接種者の一部負担金の額を支給することができる。 

 

（委託料金の請求方法） 

第６条 協力医師は、別表第１に定める額に実施件数を乗じて得た額から、被接種者から受

け取った一部負担金の額を差し引いた額を算出し、予防接種を実施した月の翌月に市

長に対し請求するものとする。 

 

（相互乗入市町の取扱い） 

第７条 豊中市が「定期予防接種の実施に関する覚書」を締結している市町（池田市、吹田

市、高槻市、茨木市、箕面市、摂津市、島本町、豊能町、能勢町）の相互乗入の取扱い

は当該覚書のとおりとする。 

 

（公的施設に入所している大阪府民の取扱い） 

第８条 公的施設（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、介護老人保健

施設）に入所している大阪府民は、大阪府市長会保健衛生主担者会議幹事会「施設入所

者の新型コロナウイルス感染症予防接種について」の取り決めに基づき、実施するもの

とする。 

 

（豊中市民の市外接種） 

第９条 豊中市民が、第７条の規定に該当しない市区町村の医療機関で予防接種を受けよ



うとする場合は、予防接種を受ける前に、新型コロナウイルス感染症予防接種市外実施

依頼申込書（以下「市外実施依頼申込書」という。）を市長に提出するものとする。た

だし、市長が特別な理由があると認める場合はこの限りではない。 

２ 市長は、市外実施依頼申込書を審査し、該当すると認めるときは、申込者に対し、医

療機関または医療機関が所在する市区町村長に対し、新型コロナウイルス感染症予防

接種市外実施依頼書（以下「市外実施依頼書」という。）を交付する。 

３ 市外実施依頼書は、当該年度実施期間のうち発行日から期間終了日までを有効とす

る。なお、市外実施依頼書の発行は、当該年度実施期間のうち開庁日に限り発行する。 

４ 市長が発行した市外実施依頼書により、豊中市外の医療機関で予防接種を受けた者

が、予防接種に係る実費を支払ったときは、市長は、その者が支払った予防接種に係る

実費から別表第２の一部負担金の額を減じた額と別表第１の接種委託料から別表第２

の一部負担金の額を減じた額のうち、少ないほうの額を限度として、その者に対し補助

することができる。 

５ 前項の規定を受けようとする者は、市外予防接種費用補助金申込書（以下「補助金申

込書」という。）を市長に提出するものとする。 

６ 市長は、補助金申込書を審査し、該当すると認めるときは、当該申込者に対し、第４

項の規定に基づきその者に対し補助することができる。 

 

（豊中市民以外の市内接種） 

第 10条 豊中市民以外の者が、第７条の規定に該当しない市区町村長が発行した市外実施

依頼書により、豊中市内の医療機関で予防接種を受けた場合、医療機関は、第５条第２

項の規定に関わらず接種にかかる費用の実費を被接種者から徴収するものとする。ま

た、豊中市長は市外実施依頼書を発行した市区町村長の求めに応じ、実施報告を行うも

のとする。 

 

（その他） 

第 11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年 10月１日から実施する。 

  



別表第１（協力医師への委託料） 

区分 協力医師への委託料 

接種 １件につき 15,700 円 

接種不可 １件につき 3,190 円 

 

別表第２（一部負担金） 

区分 被接種者の一部負担金 

接種 3,000 円 

 


